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山口県後期高齢者医療広域連合公告第３号 

 山口県後期高齢者医療広域連合人事行政の運営等の状況の公表に関する条例

（平成１９年山口県後期高齢者医療広域連合条例第２３号）第４条及び女性の

職業生活における活躍の推進に関する法律（平成２７年法律第６４号）第１９条

第６項の規定に基づき、令和２年度の人事行政の運営等の状況及び特定事業主

行動計画における取組実施状況等について、次のとおり公表します。 

 令和３年１０月２９日 

 

         山口県後期高齢者医療広域連合長 井原 健太郎 

 

１ 職員の任免及び職員数に関する状況 

 （１）職員の任免 

    職員はすべて、県内の市町または県からの派遣によるものです。 

 （２）職員数 

    令和２年４月１日現在 ２６人 

うち、山口県後期高齢者医療広域連合一般会計（以下「一般会計」とい

う。）に属する職員は７人、山口県後期高齢者医療広域連合後期高齢者医

療特別会計（以下「特別会計」という。）に属する職員は１９人です。 

 

 

２ 職員の給与の状況 

  県・市町から派遣されている職員の給与は、一部の手当（※）を除き派遣元

から支給されています。 

なお、支給額に相当する額を広域連合から負担金として派遣元へ支払うこ

とにより、派遣職員の給与は原則広域連合が負担しています。 

※管理職手当、管理職員特別勤務手当、時間外勤務手当、休日勤務手当 
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（１）人件費の状況（令和２年度決算見込み） 

 

 

歳出額 

A 

実質収支 

 

人件費 

B 

人件費率 

（B/A） 

一般会計 71,154 千円 4,340 千円 2,093 千円 2.9％ 

特別会計 230,902,261 千円 11,596,180 千円 4,897 千円 0.0％ 

合計 230,973,415 千円 11,600,520 千円 6,990 千円 0.0％ 

※人件費には、特別職の報酬を含みます。 

 

 

（２）給与費の状況（令和２年度決算見込み） 

職員数 

（A） 

給与費 
１人当たり 

給与費 
（B/A） 給料 職員手当 期末勤勉手当 

計 
（B） 

26 人 0 千円 6,698 千円 0 千円 6,698 千円 258 千円 

 

 

（３）職員の平均年齢、平均給料月額（令和２年４月１日現在） 

平均年齢 平均給料月額 

41 歳 8 箇月 ― 

※給料は派遣元の団体の規定に基づき支払われているため、平均給料月額は算

出していません。 
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３ 職員の勤務時間その他勤務条件の状況 

 （１）職員の勤務時間 

開始時刻 終了時刻 休憩時間 
１週間の 

勤務時間 

午前８時３０分 午後５時１５分 
正午から 

午後１時まで 
３８時間４５分 

※県から派遣されている再任用職員は、勤務時間が午後４時３０分まで。 

（２）休暇の種類 

    休暇は、年次有給休暇、療養休暇、特別休暇及び介護休暇があります。 

 

４ 職員の分限及び懲戒処分の状況 

 （１）分限処分の状況 

    令和２年度において、処分はありません。  

 （２）懲戒処分の状況 

    令和２年度において、処分はありません。 

 

５ 職員の服務の状況 

 （１）職務専念義務免除の状況 

 山口県後期高齢者医療広域連合職員の職務に専念する義務の特例に関

する条例（平成１９年山口県後期高齢者医療広域連合条例第１４号）第２

条の規定に基づき、次のとおり承認しました。 

研修を受ける場合 2 件 

厚生に関する計画の実施に参加する場合 17 件 

その他特に任命権者又はその委任を受けた者の承認を得た

場合 
3 件 

 

 （２）営利企業等従事許可の状況 

    令和２年度において、１件許可がありました。 
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６ 職員の研修及び勤務成績の評定の状況 

 （１）職員の研修の状況 

 多様化、複雑化する業務に対応するため、職員のマンパワーを強化する

必要があります。 

令和２年度においては、業務運営に係る知識の習得、技術の向上のため

山口県等が実施した研修会への参加及び実務能力の向上のための特別研

修を実施しています。 

 （２）勤務成績の評定の状況 

    令和２年度において、実績はありません。 

７ 職員の福祉及び利益の保護の状況 

（１）職員の健康管理 

職員の健康管理を行うため、広域連合において一般健診等の健康診断

を実施しています。 

また、職員の派遣に関する協定書第１０条の規定に基づき、希望する職

員については派遣元において健康診断を実施しています。 

 （２）公務災害補償の状況 

    令和２年度において、実績はありません。 

８ 特定事業主行動計画に基づく取組の実施状況 

（１）時間外勤務時間の削減 

 【目標】 

全職員の時間外勤務時間数について、平成２７年度実績より２０％削

減し、１，７００時間とする。 

【数値目標の進捗状況】 

 時間外勤務時間 
うち女性職員の 

時間外勤務時間 

一人当たり平均 

時間外勤務時間 

平成 29 年度 １，８７５時間 ２１４時間 ８１．５時間 
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平成 30 年度 ２，３２３時間 １７６時間 １０１時間 

令和元年度 ２，２３２時間 ３３７時間 ９７時間 

令和 2 年度 ２，１６６時間 ２７９時間 ９４．２時間 

※臨時職員等の時間外勤務は発生していない。 

 

（２）子の看護休暇の取得促進 

 【目標】 

子の看護休暇の取得対象となる職員は、最低でも１日以上取得する。 

【数値目標の進捗状況】 

 子の看護休暇の取得率 うち女性職員の取得率 

平成 29 年度 １６．７％ ５０．０％ 

平成 30 年度 ３６．４％ ７５．０％ 

令和元年度 ４１．７％ １００．０％ 

令和 2 年度 ４４．４％ １００．０％ 

 

（３）年次有給休暇の取得促進 

 【目標】 

年次有給休暇の取得率を８０％以上にする。 

【数値目標の進捗状況】 

 取得率 うち女性職員の取得率 

平成 29 年 ７３．４％ ７４．８％ 

平成 30 年 ６９．７％ ７３．５％ 

平成 31 年 ６９．１％ ６１．５％ 



 - 6 - 

令和 2 年 ６６．８％ ５８．２％ 

※臨時職員等は、当年度 4月 1日～3月 31 日 


